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畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行規則の一部を改
正する省令等の施行に係る留意事項について 
 

令和５年１月 31 日、「農林水産省関係畜舎等の建築等及び利用の特例に関す
る法律施行規則の一部を改正する省令（令和５年農林水産省令第３号）」及び「畜
舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行規則の一部を改正する省令（令
和５年農林水産省・国土交通省令第１号）」並びに「畜産業用倉庫の用途に供す
る部分に保管しても防火上支障がない物資並びに畜産業用車庫の用途に供する
部分に保管しても防火上支障がない車両及び当該車両に付随する物資を定める
件（令和５年農林水産省・国土交通省告示第 1号）」（以下「畜舎特例法改正省令
等」という。）が公布され、令和５年４月１日に施行されることとなりました。 
これを受け、農林水産省及び国土交通省から関係機関に対し、「畜舎等の建築

等及び利用の特例に関する法律施行規則の一部を改正する省令等の施行に伴う
関係部局との連携等について」（令和５年３月８日付け４畜産第 2626 号、国住
指第 464号、国住街第 230号）が別添のとおり通知されました。 
畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律（令和３年法律第 34号。以下「畜

舎特例法」という。）等の施行に伴う対応については、「畜舎等の建築等及び利用
の特例に関する法律等の施行に伴う消防同意等の対応について」（令和４年２月
24 日付け消防予第 59 号。以下「消防同意等対応通知」）により示したところで
すが、畜舎特例法改正省令等の施行に伴い、下記事項に留意の上、引き続き都道
府県の畜産部局及び建築部局と連携していただきますようお願いします。 
各都道府県消防防災主管課にあっては、貴都道府県内の市町村（消防の事務を

処理する一部事務組合等を含む。）に対してもこの旨周知頂くようお願いします。 
なお、本通知は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 37 条の規定に基

づく助言であることを申し添えます。 
 

 

御中 



 
記 

 
１ 畜舎等の対象の拡大ついて 

畜舎特例法改正省令等により、畜舎特例法第２条第１項に定める畜舎等の
対象が拡大された。 
これまで建築基準法令の規定が適用されていた畜舎等についても、畜舎特

例法第３条に基づく畜舎建築利用計画の認定の申請があった場合は、その床
面積が 3,000 平方メートルを超えるものは消防同意等対応通知１、⑵による
消防同意が求められることとなり、一方で、その床面積が 3,000平方メートル
以下のものは消防同意等対応通知２、⑴による都道府県からの資料提供が行
われることとなること。 

 
２ 消防同意に係る審査について 

畜舎等（床面積が 3,000平方メートル以下のものを除く。）の畜舎建築利用
計画の認定に係る消防同意に当たっては、畜舎特例法改正省令等により、消防
同意における審査の対象となる規定の一部が改められていることに留意する
こと。 
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